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Ⅰ．はじめに
　近年、少子高齢化、核家族化、都市部に人口が
集中し地方の過疎化が進むなど、人口構造の急激
な変動や女性の社会参加の増加などによる社会環
境の変化は、子どもの育ちと子育てに様々な影響
を及ぼし、子育ち・子育てを社会が支援する必要
が生じている。
　保育所は、地域の多様なニーズを抱えた子ども
とその保護者が利用しており、幅広い対象を理解
し、適切な支援を行うことが求められている。こ
のような社会的要請に応えるためには、保育所単
独ではなく、地域にネットワークを構築し、連携
することが必要であり、一般的な子育て支援から
障がい・要支援家庭まで、幅広い範囲を支援する
ためのネットワークの構築・活用が、保育所の大
きな使命の一つとなっている。
　本研究の目的は、子育ち・子育て支援のネット
ワークの構築と活用に保育所が果たす役割を明ら
かにすることにある。方法として、本園における
地域実践を整理して職員の意識調査を行い、その
成果と課題を分析する。これによって、子どもや
保護者が安心して過ごせる子育て支援に、保育所
が果たす役割を検証する。さらに個人と職員間の
自己評価を踏まえて、新たに取り組むべき子育て
支援を明らかにした。

Ⅱ．職員の意識調査
１．調査の目的と方法
　子育て不安や児童虐待の対応など、子どもと子
育て家庭への支援は、地域社会を基盤として多面
的に取り組みを充実していくことが大切であり、

保育所はさまざまな機関・組織・団体や地域住民
と連携・協働して地域の保育機能を高めるための
中心的存在であるべきと考える。連携が効果を発
揮するためには多様な取り組みと、これに対する
職員の意識が重要である。このため、本園で行っ
ている子育て支援の実践について、取り組み内容
を整理し、それぞれについて職員がどのような意
識をもっているかを明らかにするために調査を行
なった。
　方法としては、職員 13 名にヒアリングを行っ
た。調査実施時期は2012年11月である。内容は、
本園の子育て支援であり、具体的には表１のとお
りである。倫理的配慮として、個人が特定されな
いよう配慮した。

２．調査結果
－子育て支援の成果と課題－

　本園の子育て支援の概要、及び意識調査の結果
を成果・課題に分けて整理したものが「表１　子
育て支援事業の概要等」である。地域を基盤とし
た子育て支援・園を基盤とした子育て支援・障が
い・要支援家庭への子育て支援と多様な支援に取
り組んでいるが、いずれの支援も関連性があり、
多面的に関係を持つことで、各関係者との相互理
解や柔軟な対応を可能にしていることがわかっ
た。つまり、多面的に取り組んでいることが、ネッ
トワークの強化につながり、個別の支援の効果を
高めていると言える。

Ⅲ．意識調査を反映した改善の取り組み
　この調査結果を日々の取り組みに反映させるこ
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とを目的として、職員間で、①個人の自己評価、
②職員全体の話し合い、③改善策としての新たな
取り組みを行なった。その詳細は下記の通りであ
る。
① 　面接を通した職員一人ひとりへのフイード
バック

　本園で行っている保育実践は、決して珍しいも
のではなく、多くの園でも取り組まれていること
と思われる。つまり、保育所は意識せずとも既に
他機関と「子育ち・子育て支援のネットワークの
構築」ができている施設と言える。しかし、保育
士をはじめとするスタッフが、どれだけこのこと

表１　子育て支援事業の概要等

取り組み 概　　要 成　　果 課　　題

地
域
を
基
盤
と
し
た
子
育
て
支
援

小学校との連携（①
交流会の実施）（②
行事への参加）（③
教諭の園訪問）

① 1 年生とスタンプラリ
ー形式で校内を見学する。
②力士が園に来て触れ合い
遊び。小学校の土俵で力士
と取り組み。
③就学予定の学校教諭が園
に来て、気になることなど
を確認し合う。

①就学への期待と安心感。

②国技を知る機会。

③要録では伝えきれない部
分まで伝えられ、気になる
ところを直接見ることがで
きる。

①入学時に５・６年生にな
る児童との交流会の方が良
いのではないか。
②事前に相撲の知識を勉強
しておくと、さらに興味が
わくのではないか。

③口頭で伝えているので、
要録が蔑ろにされやすい。

公民館との連携

青少年学習事業への協力。
小学校高学年生が園に来て
園児と触れ合い遊びを行
う。

・異年齢児交流の機会。
・子ども社会のルールを知る
機会。
・就学へ期待や憧れ。

・公民館主催なので園の思い
が反映しにくい。
・単に子ども同士で遊んでい
るだけなので、内容を充実
させるべき。

老人福祉施設・老人
クラブとの　連携 年３～４回、交流会を実施。

・核家族が増える中、老人と
触れ合う機会。（世代間交流）
　
・人を慈しみ、思いやりの心
などを育てる。
・参加者（高齢者）の方にと
ても喜んでもらえる。

・回数、時間が少ないので、
心を育てるまでには至らな
い。
・伝承遊びなどをもっと教え
てもらう機会にするべき。
・参加できていない地域の高
齢者の方への対応。

他園との連携
（①交流会の実施）
（②合同研修会の実
施）

①姉妹園との交流会を年２
回実施。

②月に１回、市内の園から
担当者を派遣し、主任や園
長を交えて合同研修会を実
施。

①同年代の子どもたちと触
れ合う機会。川遊びなど、
普段できない遊びを体験で
きる。
②他園の実情や情報を知る
ことができ、互いに切磋琢
磨できる。

①子ども同士の関わりを充
実させる内容にするために、
計画・立案を両園共同です
べき。
②日程、会場、予算など、
調整が困難。

JA・農家との連携（芋
掘り・ぶどう狩り）

ＪＡ青年部の招待で芋掘り
体験の実施。地元ぶどう園
でぶどう狩り体験。

・食べ物の旬を知ることでき
る。
・地元の特産物や産業を知る
ことができる。
・収穫の喜びを感じられる。
・農家の人からいろいろな話
が聞ける。

・苗植えや世話などができ
ず、成長過程を知ることが
できない。
・以上児のみの活動で未満児
は体験できない。

園
を
基
盤
と
し
た
子
育
て
支
援

季節行事の実施（子
どもの日・もちつき・
ハロウィン・クリス
マス・節分・ひな祭
り）

行事に祖父母や民生児童委
員を呼び参加してもらう。
また、近隣住民宅を訪問す
る。

・日本の伝統行事や節句の意
味を知る機会。
・他国の文化に触れる機会。
・近隣住民とのコミュニケー
ションの向上。
・園のことを知ってもらう機
会。

・訪問先の範囲を広げたらど
うか。
・祖父母の世代でも餅の扱い
方を知らない人が増えてき
た。
・民生委員さんとの触れ合い
の時間をもっと増やすべき。

園解放の実施 子育て家庭に園を開放。育
児相談などにも対応する。

・園に興味のある人に実体験
をしてもらう機会。
・育児不安の解消などにつな
がる。

・周知の仕方が悪く、利用者
数が少ない。
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を認識して日々の保育に取り組めているだろう
か。今回の意識調査の結果、やはり認識不足の職
員もおり、個人差が大きいことがわかった。そこ
で、保育所長が職員一人ひとりと面接を行い、そ
れぞれの連携についての意見を聞くと同時に、そ
れに対するフィードバックを行うこととした。
②　職員間での見直し
　日々の保育が専門性を発揮した保育実践となる
よう、取り組みの意義や課題について、職員間で
一つひとつ丁寧に話し合い、地域と保育所の特性
を考慮しながら見直しを行った。その結果、全職
員で意識の共有を図ることができ、新たな取り組
みについて意欲が活性化し、次に示すような具体
的な提案が行われた。
③　新たな子育て支援の取り組み
　上記の取り組みを通して、本園では多様な人や
機関とネットワークを形成しながら保育を行って
いるが、保護者との協働に関しての取り組みが弱
いことに気がついた。本園の保育は子ども主体で
あることを大切にしているが、子どもの気持ちの
代弁を最優先してきたことが、一方で保護者の思
いに寄り添うことに弱いという一面につながって
しまっていた。しかし、職員間の見直しを通し
て、保護者は子どもの発達を支える役割を最も直

接的に担っている存在であり、子育て支援のネッ
トワークの中心に据える必要があることを再確認
した。子どもの乳幼児期に保護者が養育の指針を
得るとともに、主体的にさまざまな機関や制度を
活用する視点を備えられるような支援をすること
が、保育所には求められている。そのような保護
者の力を育成するために、本園では、親の意向を
丁寧に聴き取り、その親子に即して柔軟に支援し
ていくこととした。そのためには多様な取り組み
が必要であり、今後、①育児講座（公民館などで
保育士による育児講座や、楽しく身体を動かす親
子遊びの実施。栄養士からのアドバイスなど）、
②パパママ 1 日保育士体験（保護者が保育士体
験を行うことで、子どもの育ちを確認すると同時
に育児相談を実施）、③イクメン養成（既存のお
やじの会を活用し、父親ならではのダイナミック
な遊びや制作活動の実施。保育士による父親向け
育児講座の実施）、④ティータイム（お迎えの保
護者を対象に手作りのお菓子やお茶を出し、ホッ
と落ち着ける場や保護者同士の関わりの場を提
供）など、保護者と協働する場面を創出するため
の具体的な実施案を職員全員で考えた。
④　今後の課題　－説明力の向上－
　今回の取り組みを行って強く感じたことは、今

障
が
い
・
要
支
援
家
庭
へ
の
子
育
て
支
援

保健師との連携
定期健診時の情報の共有。
専門機関を含めたケース会
議の実施。

・障がいなどの早期発見・早
期治療（療育）の実現。

・個人情報保護や保護者の了
承など、情報共有への問題
が多い。
・気になる家庭ほど保護者の
理解が得られにくい。

嘱託医との連携
健診時に発達面で気になる
ことを相談。保護者の受診
や専門機関へつなぐ。

・専門的な知識を得ることが
できる。
・保護者が言うことを聞いて
くれるようになった。
・保護者との関係が保たれ
る。

・専門外の分野は判断がつき
にくい。

民生委員、自治会長
との連携

園内行事に参加してもら
い、地域での見守りが必要
な家庭については情報を共
有。

・地域の方に園のことを知っ
てもらう機会。
・就労などを含め、地域での
家庭の様子を知ることがで
きる。

・地域外の家庭にとってはあ
まり意味がない。
・民生委員などに限らず、対
象を地域住民に広げたらど
うか。

その他の専門機関と
の連携

対象児の情報の共有を図
り、必要があればケース会
議を実施する。また、日々
の保育への助言などをもら
う。

・専門的な知識を得ることが
できる。
・保護者の協力を得やすくな
った。
・保護者との関係が保たれ
る。

・保護者を介したやり取りと
なるため、本当に聞きたい
ことが聞きづらい。
・保育園では困難な対応を求
められることがある。

－ 95 －



後の保育所には、保育実践を振り返って、今まで
積み上げてきたことや保育をきちんと説明できる
力量を持つことが大切だということだ。これは、
ネットワークの中で他の関係機関と対等な関係を
築く上でもとても重要なことと考える。保育所は
地域社会に最も身近な児童福祉施設として、要保
護児童地域対策協議会などのネットワークに参画
することや日常活動の中で行政や小学校、民生児
童委員、町内会などとの連携を深めることが求め
られている。その上で、一番大切なことは、それ
ぞれの機関が単独でできることには限界があるこ
とを認識し、ネットワークで情報を共有すること
である。これができれば、保育所を含めた各機関
が役割を分担して支援を行うことができると考え
る。そのためにも、まずは、他機関から認められ
るような専門性を発揮していくことが重要であ
る。

Ⅳ．考察　－子ども・子育て支援における保育所
の役割－
　上記の検討をもとに、多様な子ども・子育て支
援の展開と関係機関との連携についてのネット
ワークを図に整理したものが、「図 1　子育ども・
子育て支援ネットワーク図」である。この図で
は、ニーズを「保育ニーズ」「療育ニーズ」「専門
的ニーズ」「行政ニーズ」の４つに区分している。
さらに子どもと家庭との日常的な関係を中心部に
置き、これを高度な専門性が上下から挟んでいる。
つまり子どもと家庭に最も身近な保育所が、子ど
もと家庭の多様なニーズに真っ先に気づき、各専
門機関に橋渡しをする役割を担っていることを示
している。保育所は専門機関とのネットワークを
形成することに加えて、子どもと家庭のニーズを
迅速にキャッチし、的確に専門機関につなげるこ
とができる専門性が期待されている。

 

図 1　子育ども・子育て支援ネットワーク図
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Ⅴ．結論
　本園での保育実践に対する職員の意識調査結果
をもとに、子どもや保護者が安心して過ごせる子
育て支援のあり方と保育所の役割を考えてきた。
さまざまな人や機関とのネットワークの中で対等
な関係を築くために、保育所は今までのように他
の専門機関からスーパービジョンを受けるだけで
はなく、保育所側から積極的に情報を提供してい
く必要がある。そして、その際には勘や経験では
なく、保育所で行っている個別的な保育の配慮や
工夫（質の高い保育）を専門知識や理論とあわせ
て、確信を持って伝えていくことが重要である。
少子化・核家族化の進行とともに地域住民のつな
がりの希薄化が進む中、保育所は、子育て文化の
発信拠点として、地域の人びとの関わりによって
子どもの育ちを支え、社会全体で子どもを豊かに
育てる環境づくりを進めていく役割を有している
と言えるのではないだろうか。
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